























アメリカ連邦情報自由法 (Freedomof Information Act.以下，情報自由法
という)は，公衆の請求に基づく開示制度 (~552(a) (3))にとどまるのではな














































連法の Joseph A. Page教授，行政法の RoyA. Schotland教授，比較憲法の Carl
F. Goodman教授，そして，同時期に留学していた濁協大学右崎正博教授に深甚なる
謝意を表させて戴く。
( 1) Pub. L. No. 89-554， 80 Stat.383 (1966) (codified as amended at 5 U. S. C 
~552 (1994 & Supp. I 1996)) 以下，単に~552 とも記す。
( 2 ) 連邦公報への公示を義務づけられる情報とは，行政組織，行政機関の権能，そ
して行政子続についての説明，実体的規則，一般的政策声明等をいう。
( 3 ) 閲覧及ぴ複写に供されるべき情報とは，行政機関の裁決において示された命令
や最終意見，連邦公報に公示していない政策声明及び解釈，職員用手引，反復請求
情報そして記録の索引等をいう。
(4) Se巴 Officeof Information and Privacy， U. S. Dept. of Justice， FREEDOM 
OF INFORMATION ACT GUIDE AND POLICY OVERVIEW (2000 Edition) 
at 6-10， 16-23; Henry H. Perritt， Jr.， Electronic Freedom ollnlormation， 50AD. L. 
REV. 391， 392 (1998) なお，情報の公開，提供，公表，配布等を包括する「公開情
報制度jを我が国に導入する必要性を説くものとして，宇都宮深志『情報公開制度
の新たな展望一公開情報の供給システムj(行政管理研究センター， 2000年)。














( 6 ) 情報公開法の施行が待ち望まれたが，厚生労働省に対して介護保険の一次判定




(7 ) 我が国の情報公開法は，情報自由法にいう連邦公報への公示を義務づける 9552






(8 ) 秋吉健次『情報公開条例集(下).1(信山社， 1999年)。























































































































































































































































( 1 ) 連邦政府が，個人，中小企業，教育機関または非営利組織，連邦政府
の契約者，州，地方自治体に課しているペーパーワークの負担を最小限に
すること，
( 2 ) 連邦政府が，作成，収集，保持，使用，共有そして提供する情報の有
用性 (utility)を最大化することにより，公衆の利便性を出来うる限り保障
すること，
( 3 ) 政府プログラムの生産性，効率性，有効性を改善する手段として，連
邦政府の情報資源管理政策を出来うる限り調整し，統合し，均一にするこ
と，
( 4 ) 政府の政策決定，説明責任 (accountability)，公開性 (openness)を促
進するために連邦政府情報の質と使い道を改善すること，
( 5 ) 情報の作成，収集，保持，使用，提供，処置にかかる連邦政府のコス
トを最小限にすること，





( 8 ) 連邦政府による情報の作成，収集，保持，使用，提供，処置は，プラ
イパシ一法， 1987年コンビュータ一保護法 (PublicLaw 100-235)，情報自
由法に違背しないこと，
















( 2 ) 行政機関の情報提供活動用の公的データについて，定期的に請求し注
意を払うこと。
( 3 ) 重要な情報の提供を開始したり，実質的に変更したり，終了するとき
は，適切な告知をすること。





























(11) Robert L. Saloschin， The Dψartment 01 Justice and the E;ψlosion 01 Freedom 
ollnlormation Act Li，均'ation， 52 AD. L. REV.， 1401 (2000). 
(12) カール.F・グッドマン(天野淑子訳)iアメリカ連邦情報自白球における相反
利益の比較衡量」奈良法学会雑誌11巻2号105頁 (1998年)。
(13) Craig D. Feiser， Privatization and the Freedom ollnlormation Act: An Analy田
sis 01 Public Access to Private Entities Under Federal Law， 52 Federal 
Communications Law Journal 21， 22 (1999). 
(14) Pub. L. No. 93-502. 1974年の改正点は多岐にわたっているが，まず，手続面に
おいては，閲覧複写が義務づけられている記録の索引作成義務 (~552(a) (2))，一定
の場合における手数料の減免 (~552(a) (4) (A) (ii) ，部分開示 (~552(a) (4) (B))， 
記録の内容を裁判所が非公開で審理できるインカメラ審理(岡)，裁判所が行政機関
の判断に縛られず事実審理を行う初審的審理(同)，原告が実質的に勝訴した場合に
は原告の弁護士費用その他の訴訟費用を合衆国が負担 (~552(a) (4) (E))，専断的ま
たは恋意的な非開示決定をした職員に対する懲戒処分 (~552(a) (4) (F))，開示請求
受理から 10日以内の諾否決定及ぴ不服申立て受理後20日以内の裁決 (~552(a) (6) 
(A) (i) & (i) )等が挙げられる。次に実体面においては，国家安全保障に関する適用
除外事由(b)(1)について，大統領命令で秘密指定があってもその指定の正当性を要
件とする (~552(b) (1) (A) & (B)) とし，また，法執行情報に関する適用除外事由
(b) (7)については，列挙された (A)ないし (F)の例外に該当するときに限り非開
示としうる (~552(b) (7))等の改正が行われた。なお，情報自由法改正の沿革につい
ては，次を参照。 SeeALLAN R. ADLER， LITIGATION UNDER THE FEDER. 
AL OPEN GOVERNMENT LAWS (20白 ed.1997) at 8-18， Appendix A18-A33. 
(15) Privacy Act. Pub. L. N o.93-579， 93 Stat. 3418 (codified at 5 U. S. C. ~552a). 
(16) Govemment in tbe Sunsbine Act. Pub. L. No. 94-409， 90Stat. 1241 (codified 
at 5 U. S. C. ~552b). 
アメリカ電子情報自由法と医薬品情報の公開一一15




of Attomey General William French Smith to All Federal Dep. and Agencies 
(乱1ay5， 1981). 
(19) 9552 (a) (4) (A) (i) -(vi). 
(20) 9552 (b) (7). 
(21) Pub. L. No. 99-570. 5 U. S. C. 9552 (c) 
(22) 52 Fed. Reg.23781 
(23) 本畝(天野)淑子他「アメリカの情報自由法と企業情報」広島法学17巻2号271
頁， 277-279頁 (1993年)参照。
(24) Matthew D. Bunker & Sigman L. Splichal， et.al.， Access to GovernmentHeld 
lnfon冊。tionin the Compu品erAge: A.P，ρlying Legal Doctrine to Emergiηg Technol-
ogy， 20 Florida State Univ. Law Review 543， 559-560 (1993). 
(25) David MacDonald， The Electronic Freedom of lnfonnation Act Amendmenお:
。MinorUpgrade to Public Acc郎 Law，23 Rutgers Computer & Technology Law 
J oumal 357， 364 (1997) 
(26) Id. at 359-361 
(27) Freedom of Information Public Improvements Act of 1989. H. R. 2773， 101st 
Cong.， 1st Sess. (1989).この法案を検討したものとして，佐伯彰洋「電子メディア
時代の情報公開法制ーアメリカ情報自由法の対応J同志社法学47巻6号34頁， 111-
113頁 (1996年)参照。
(28) Electronic Freedom of Information Improvement Act of 1991. S. 1940， 102d 






Property and Administrative Services Act， 40 U. S. C. 9759)， 1921年予算及ぴ会計
法 (Budgetand Accounting Act of 1921， 31 U. S. C. 9101 et seq. (1982))，及ぴ大
統領命令12046号によって情報政策の権限を付与されている。 SeeHenry H. Perritt， 
Jr.， Electronic Acquisition and Release of Federal Agency lnfo円相ation:A加 lysisof 
Recommendations adopたdby the Administrative Confer仰 ceofthe U.ηited States， 41
AD. L. REV. 253， 270-271 (1989). 
(30) 50 Fed. Reg. 52730. 
(31) Id. at 52736. 




(34) アメリカ合衆国行政会議は， 1964年に立法化された行政会議法 (5 U.S.c. ~~ 
591-596)によって設立された独立の連邦行政機関で，その任務は，行政過程を審査
し，行政運営上及ぴ行政手続上の改善を大統領，議会，行政機関等に勧告すること
(5 U. S. C. m71-6 (1982))だったが， 1995年にその活動を停止している。
(35) 54 Fed. Reg. 5209 (Feb.2， 1989) (codified at 1 CFR ~305. 88-10). See Henry 











(38) Henry H. Perritt， Jr.， Federal Electronic Inlo'Y1仰 tionPolicy， 63Temple Law 
Review No. 2， 201， 202-208 (1990). 
(39) Henry H. Perritt， Jr.， supra note 4， at 398-399. 
(40) HENRY H. PERRITT， JR.， LAW AND THE INFORMATION SUPER. 
HIGHWAY，768-769 (2nd ed. 2001). 






実現に努力すべきだとする。 SeeHenry H. Perritt， Jr.， supra note 4， at 403-407. 
(42) 名和小太郎，前掲i主(35)145頁。
(43) Government Printing Office Electronic Information Access Enbancement 







(45) Vice President Al Gore， From Red Tape to Results: C閥均ga Government 
thatWor，おBetter&CosぉL側 :， Rφort01 the National PeげvnnanceRev的I!， Sep.10， 
アメリカ電子情報自由法と医薬品情報の公開 17 
1993. See also Vice President Al Gore， Common Sense Government Works Beffer 










(49) 44 U. S. c. ~~3501-20. 
(50) 44 U. S. c. S. ~3501. 
(51) 44 U. S. c. S. ~3506 (d). 












































1992年， 1996年にそれぞれ開催されている。 1996年には， 6月13日及び14日
の両日にわたり，下院政府改革監視委員会の政府管理・情報・テクノロジー
小委員会が，上院を通過した法案 (S.1090，Electronic Freedom of Informa-
tion Improvement Act of 1995)についてヒアリングを開催している。そこ
























































本条の要件に従い行政機関の記録となるあらゆる情報を含むJ(552 (f) (2) ) 
と定義された。
行政機関は，その記録が容易に変換可能で、あるときは，請求者が求めるあ

















































































































































(53) See， e.g.， Baizer v. U. S. Department of the Air Force， 887 F. Supp.225 (N 
D. Cal. 1995) (米国空軍省の保有する連邦最高裁判決に関するデータベースは情報
自由j去にいう行政記録ではない); Dismukes v. Department of the Interior， 603 F. 
Supp. 760 (D. D. C. 1984) (情報開示の際，フォー7 ットを指定する権利は行政機関
の側にあるのであって請求者にはない); Forsham v. Harris， 445 U. S. 169 (1980) 
(研究者グループに助成金を提供して行われた研究データを行政機関が取得してい
ない場合，当該データは情報自由法にいう「行政機関の記録jとはいえないし，そ
の取得を裁判所が行政機関に命ずることは権限外である).But see Armstrong v. 
Executive Office of the Pr巴sident，1 F. 3d 1274， 1282-87 (D. C. Cir. 1993) (電子メ
ールを紙にプリントアウトして保存することは，電子メール記録の保護を行政機関
に求める連邦記録j去の要件を満たしたことにはならず，電子的記録の管理が不十分
である); Petroleum Info. Corp. v. U. S. Dep't of the Interior， 976 F. 2d 1429， 
1437 n. 11 (D. C. Cir. 1992) (国土管理局は，公有地に関する情報が，紙による記録
によってすでに公開されているとしても，コンビュータ・データも公開しなければ
ならない) Delorme Pub'g Co. v. National Oceanic & Atmospheric Admin.，.907 
F. Supp. 10， 12 (D. Me. 1995) (行政機関は，ある記録の内容を請求とは異なるフォ
ーマットですでに開示していたとしても，そのことが非開示の理由とはならない).
(54) Martin E. Halstuk，争eedBumps on the ln/on加 tionSuperhi.訪ωay:A Study 0/ 
Federal Agency ComPliance with幼eElectronic Freedom o/ln/onnation Act 0/1996， 
5 Communication Law and Policy 423， 426-431 (2000). 
(55) Michael E. Tankersley， How the Electronic Freedom 0/ ln/ormation Act 
Amendmenお0/1996Update Public Access/or the ln/o円仰が;onAge， 50 AD. L. REV. 
421， 430 (1998). 




のコピーを開示すべきである) Yeager v. Drug Enforcement Admin.， 678 F. 2d 
315， 321 (D. C. Cir. 1982) (電子的記録は情報自由法の対象となる)• See also Henry 





(57) FOIA UPDATE， Vol. XIV， No.3， Summer/Fall1993， at 3. 
(58) Id. at 4-5ただし，司法省は，国家安全保障情報，法令秘情報，営業上の秘密情
報，プライパシー情報については，裁量的開示を制限されるという判断を示してい
る。 SeeOffice of Information and Privacy， U. S. Dept. of Justice， FREEDOM 











ランダムに代わるものである。JSee Memorandum for Heads of All Federal 
Departments and Agencies (October 12， 2001) (司法省ホーム・べージより入手).
(60) 一連の改正の経緯については，字賀克也『情報公開法の理論(新版)j前掲注(5) 
170-175頁参照。
(61) Henry H. Perritt， Jr.， supra note 4， at391. 
(62) CIS/INDEX Legislative Histories， January-December 1996， at386-390 
(63) Hearings on S.1090 et al. before the Subcommittee on Government 
Management， Information， and Technology of白eCommittee on Government 
Reform and Oversight House of Representatives， 104th Cong.， 2nd Sess.93 
(1996) . 





(65) Congressional Quarterly (July 20， 1996) at 2059. 








(67) 1996年改正前の応答期限は10日労働日であったところ， r請求を受理した後， 20 






117，217件， 97年が103，363件， 98年が181，388件， 99年が230，492件， 2000年が235，042
件となっている。そして，自己情報の開示請求が急増した退役軍人省でも同様のこ
とカまいえるようである。
(69) FOIA UPDATE， Vol. XVIII， No. 2， Spring 1997， at1. 
(70) See Subcommittee on Government Management， 1nformation & Technolo-
gy， House Comm. on Government Reform & Oversight， Hearing on the 1mple-
mentation of the Electronic Freedom of 1nformation Act Amendments of 1996: 1s 
Access to Government Information 1mproving?， (1998) <http:!Iゆww.house.gov/ 
reform/ gmit/hearings/testimony /980609h.h加>[hereinafter 1998 EFOIA Hear-
i理]• 
(71) FOIA UPDATE， Vol. X1X， No.3， Summer 1998， at1， 5-6. 
(72) FOIA UPDATE， Vol. X1X， No.4， 1999， at 1-5. 
(73) 三宅弘，前掲注(5)214頁。
(74) See 1998 EFOIA Hearing， supra note 70. 
(75) FOIA UPDATE， Vol. X1X， No. 2， Spring 1998， at2.ただし， FDA，中小企業
庁，政府倫理局，原子力規制委員会等については，そのホーム・ページから情報自
由法又は電子情報自由法というタイトルでリンクされている点を評価している。





(78) ]ennifer]. Henderson and Patrice McDermott， Armi:昭和 Peo:伸べ・'with
the POωer Knowledge Givω':. An OMB}f匂tchRψorton the 1m:ρlementation 01 the 
1996 "EFOIA" Amendmenおお幼eFreed，仰 tollnlormation Act (1998).本件報告書
に言及するものとして， See Martin E. Halstuk， supra note 54， at 432-437.邦語の
文献として，佐伯彰洋，前掲注(5)42-65頁参照。
28一一第14巻 1号
(79) Patrice McDermott， A Peol地 An刊ed?:An OMB Watch印dateRetort on the 
ImPlementation ofthe 1996 "E-FOIA" Amendmenおお theFreedom of [;均白押旬。tion




(80) See http://ombwatch.org/info/2000/efoiatestimony.html. 
(81) Office of Information and Privacy， U. S. Dept. of ]ustice， FREEDOM OF 
INFORMATION ACT GUIDE AND POLICY OVERVIEW， supra note 4， at17 
(82) See http://www.citizen.org/litigation/briefs/sjpramem.htm 





























































































































































































なければならないjとする FDC法 (21U. S. C. A. ~355 (l) • 以下，単に~355
(1伯)
(l)という)は，新薬申請 (NDA)にのみ適用されるのであって，治験薬申請





















































































































































































































(84) P. HUTT & R. MERRILL， FOOD AND DRUG LAW-CASES AND MA-
TERIALS， at1299-1301 (2nd ed. 1991). 
(85) Federal Food， Drug and Cosmetic Act， Pub. L. No. 75-717， 52 Stat. 1040 
(1938)， as amended 21 U. S. C. ~~301 et seq. 
(86) P. HUTT & R. MERRILL， supra note 84， at17. 
(87) Interview with Matthew E. Eckel， Associate Chief Counsel， U. S. Food and 













(90) Edit. by K. 目前A& W. PINES， A PRACTICAL GUIDE TO FOOD AND 
DRUG LAW AND REGULATION， at 17-46 (1998) 
(91) 石居昭夫 rFDA巨大化と近代化への道j122-131頁(薬事日報社， 1999年)参
日召。
(92) Pub. L. No. 105-115， 111 Stat. 2295 (1997)石居昭夫，前掲注(91)295-297頁及
ぴ324-331頁参照。
(93) Food Drug Cosmetic Law Reports， CCH， at5145 (2001) 
(94) Federal Food， Drug and Cosmetic Act， ~705 (a)， 21 U. S. C. ~375 (a). 
(95) Federal Food， Drug and Cosmetic Act， ~705 (b)， 21 U. S. C. ~375 (b). 
(96) 21 CFR Part 20 
42一一第14巻 I号
(97) 石居昭夫，前掲j主(91)242-245頁参照。
(98) Public Citizen Health Research Group v. FDA， No.99-0177 (JR)， 2000 U. S. 
Dist. LEXIS 4108 (D. D. C. ]anuary 19， 2000) 
(99) これまでに300件を越える訴訟を手がけて政府の秘密性と闘っている。また同グ
jレー フ。は，ヘルス・リサー チ・グNルーフ。の弁護をして，情報の開示を巡って FDAと
争うことが多いため，“ヘルス・リサーチ・グループ対 FDA"という構図の訴訟が
多数ある。 SeeHERBERT N. FOERSTEL， FREEDOM OF INFORMATION 
AND THE RIGHT TO KNOW， Greenwood Press， at149-151 (1999). 


















(l0l) Public Citizen Health Research Group v. FDA， 185 F. 3d 898 (D. C. Cir. 
1999) . 
(102) Public Citizen Health Research Group v. FDA， 997 F. Supp. 56 (D. D. C. 
1998) . 
(103) Federal Food， Drug and Cosmetic Act， ~505 (l) (1)，21 U. S. C. A. ~355 (l). 






の目的であるとした (U.S. Department of ]ustice v. Reporters Committee for 









認の要件からはずすべきでないJW正しい治療と薬の情報.113頁， Feb.1999 Vol. 14 
NO.2 (1999年)，同「臨床試験と企業の知的所有権:Synthroid事件から学ぶこと」
『正しい治療と薬の情報.137頁， Apr.1999 Vol. 14 No. 4 (1999年)。
(1附) 2001年10月21日付朝日新開。
(1ω) Records Disposal Act， 44 U. S. C. ~330 1. 
(1l0) Presidential Records Act， 44 U. S. C. ~2201. 
(ll) Forsham v. Harris， 445 U. S. at 182. 
(1l2) ALLAN R. ADLER， supra note 14， at190-193. 
(113) U. S. Department of Justice v. Reporters Committee for Freedom of the Pre 
s， 489 U. S. 749. 
(114) See Martin E. Halstuk， supra note 54， at453-454. 
(1l5) Craig D. Feiser， supra note 13， at62 
(1l6) Senator Richard Shelby， Policy Essay， Accountability and Transtarenの:Pub. 
lic Access to Federally Funded Research Data， 37 Harvard Joumal on Legislation 
369 (2000). 
(17) Office of Management and Budget's Appropriations Act， Pub. L. No. 105 
277. 
(1l8) FOIA UPDATE， Vol. XIX， NO.4. <http:www.usdoj.gov./oip/foia-updates/ 
Vol.XIX.4/page2.htm> 
(1l9) 64 Fed. Reg.54， 926 (1999) (effctive Nov. 8， 1999). 
(120) 64 Fed. Reg. 54， 926， at54， 930 
(121) Senator Richard Shelby， supra note 116， at371. 
(12) Id. 
おわりに
1996年に制定された電子情報自由法が，情報自由法は「安全で・ない製品，
有害な薬及ひ咽重大な健康への危険の発見をもたらした」という事実認識を示
しているように，積極的な情報の開示によってアメリカ国民のみならず世界
中の人々が多くの利益を得てきた。また同法は，インターネット時代にふさ
わしく，情報をコンビュータ通信によって更に積極的に提供するとしている。
行政機関に課される情報提供義務 (disseminationobligation)は，電子情報
44一一第14巻l号
自由法成立以来，一段とその重要性を増していることに注目したい。
他方で，行政機関の積極的な情報の公開及ぴ提供はアメリカ経済を活性化
させ競争力を高めるとする情報スーパーハイウェイ構想、の下で，すでに電子
政府を実現した。このような経済活性化のための情報提供は，また同時に，
行政の運営や活動を国民に知らせるための情報公開制度と，車の両輪のごと
く進められてきたのである。アメリカでの実践は，我が国の情報政策及び情
報公開法制にとっても大いに参考になるであろう。
規制緩和及ぴ行政情報の電子化は，世界の潮流となっており，今後も益々
加速度的に推進されるであろう。我が国では情報自由法の施行に先だって，
IT基本法(高度情報通信ネットワーク社会形成基本法)が2001年 1月6日よ
(123) 
り施行されている。同法は，新たな高度経済成長を目指すために規制緩和をよ
り促進し，世界的規模で情報を入手し，共有し，発信することを目的として
いる。しかし，情報の積極的な公開及ぴ提供は，高度経済成長をもたらすと
同時に，人の生命・健康・安全を保護するために必要不可欠で、あることに留
意しなければならない。
我が国の情報公開法が，オンライン上で積極的に情報を提供したり，反復
請求情報を電子閲覧室で公開するというシステムにはなっていないことに比
べると， FDAではすでに多くの医薬品情報をそのホーム・ページ上に公開し
ていると実感する。しかし，非営利市民団体である OMBウォッチの報告書
によると，総ての行政機関は電子情報自由法を適切には遵守していないと指
摘する。その原因は， OMBが十分な指導力を発揮していないことと，議会が
電子情報自由法施行に必要な財源を保障していないことにあるといわれてい
る。そして，同じく非営利市民団体であるパブリック・シティズン訴訟グル
プーも， FDAを被告とする多数の訴訟において，更なる医薬品情報の開示を
求めている。
やっとスタートラインにたったばかりの我が国の情報公開法を実効性ある
ものにするためにも，アメリカの非営利市民団体と同様に，国民による監視
が必要のようである。
アメリカ電子情報自由法と医薬品情報の公開 45 
(123) IT基本法は，立法目的として， ["情報通信技術の活用により世界的規模で生じ
ている急激かつ大幅な社会経済構造の変化に適確に対応することの緊要性にかん
がみ，…...高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に
推進するJ( 1条)としている。ここにいう「高度情報通信ネットワーク社会」とは，
インターネット等を通じて「多様な情報又は知識を世界的規模で入手し，共有し，
又は発信することによりJ(2条)活力ある発展が可能となる社会をいうとしてい
る。そして，国及ぴ地方公共団体の役割のひとつとして， ["規制の見直し等高度情報
通信ネットワーク社会の形成を阻害する要因の解消J(7条)を挙げている。
